
平成２０年６月１１日
お得意様各位

株 式 会 社 タ テ ム ラ
システムサービス課
福 生 市 牛 浜 1 0 4

ＬＸ 事業概況説明書・法人税申告書・届出書・消費税申告書等プログラムの更新のご案内
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお取引を賜り誠に

ありがとうございます。
さて、事業概況説明書の用紙の変更発表が５月に入って行われました。既に変更になった

官製用紙が届いている旨をお客様よりお問い合わせを頂きました。その為、改正保守にご加
入のお客様には急遽プログラムの発送を行っております。改正保守にご加入でないお客様は
プログラム注文のご検討をお願い致します。また、平成20年として法人税申告書・届出書・
消費税申告書の用紙が変更になっております。法人税申告書においては、別表1-1・1-2の官
製用紙が変更になり、消費税申告書においても官製用紙が一般・簡易共に変更になっており
ます。届出書においては項目の一部の名称が変更になっております。更に、事業概況説明書
及び消費税申告書プログラムにおきましては、リニューアル版として新機能を盛り込みより
使いやすく改良しております。

又、プログラムの改正はございませんが、減価償却システム及びリースに関係して仕訳入
力及び消費税申告書作成時の注意点を掲載しておりますのでご一読下さいますようお願い致
します。

つきましては、案内資料をご参照の上、ご注文下さいますようお願い申し上げます。

尚、改正保守のご契約をしている場合は更新プログラムを自動的にお届け致しますので
ご注文は不要です。

敬具

受 注 締 切 日 ６月20日
プログラム発送日 ７月４日頃発送予定

※6月20日以降のご注文につきましては、上記の発送完了後、順次発送致します。

※発送予定日は、プログラムの完成状況により変更する場合があります。
変更があった場合は追ってご連絡致しますので、弊社案内にご注意下さい。

送付資料目次

・ 事業概況書プログラム変更内容 ・・・・・・・・・・・・・・・１～３
・ 法人税申告書プログラム変更内容 ・・・・・・・・・・・・・・・４～９
・ 届出書セット変更内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
・ 消費税申告書プログラム変更内容 ・・・・・・・・・・・・・・・10～13
・ その他税制改正内容と注意点(減価償却・リース会計)・・・・・・・14～15

・ プログラム注文書

送付内容のお問い合わせ先
送付内容に関するお問い合わせにつきましては、サービス課までご連絡下さい

ますようお願いします。
尚、保守にご加入のお客様はフリーダイヤルをご利用下さい。

ＴＥＬ ０４２－５５３－５３１１（AM10:00-12:00 PM1:00-3:30）
ＦＡＸ ０４２－５５３－９９０１

以上

※事業概況書においては即日発送を希望の
場合はその旨をお知らせ下さい。
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－ＬＸ 08.6法人事業概況説明書変更内容
平成20年版 法人事業概況説明書プログラムにおいて、下記の内容で変更を行います。

変 更 内 容

＜ 表面 ＞

・(3)取引種類欄の取引金額(千円) → 取引金額(百万円) のOCR項目へ変更になりました。

・資本の部の合計 → 純資産の部合計
(資産の部合計－負債の部合計)

・裏面にあった｢ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ等の利用の有無｣が表面へ移動になりました。
又、｢役員又は役員報酬額の異動の有無｣が追加

・注１～注３が用紙枠下へ移動しました。

＜裏面 ＞
・｢ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ等の利用の有無｣が表面へ移動になった為、｢主な設備等の状況｣の枠が

広がりました。
・項目番号が「９～17」→ ｢11～18｣に変更になっております。
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平成20年よりリニューアル版となりました。
各項目をラジオボタンやチェックボックスにすることにより視覚的にもわかりやすくしました。
更に表面から裏面、裏面から表面と入力画面の行き来ができるようにしました。
また、入力画面からプレビュー(印刷確認)や白紙印刷の機能を追加しています。

当期の営業成績の概要の機能変更
従来１行を左と右(各漢字22文字)とに分けて入力していましたが、今回１行(漢字40文字)で
入力できるようになりました。 ※１行に44文字入力している場合、平成20年版プログラム
では４文字消えてしまいますのでデータのご確認をお願い致します。

新システムへは自動的にデータを移行します。
変換作業は不要です。
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更に今回リニューアルするシステムより
全システムで共通の、法人名(個人の場合は個人名)・納税地・電話番号・整理番号(法源番号
・納税者番号)はＧＰ申告情報登録より転記してきます。

法人名等の登録・訂正はＧＰ申告情報登録で行うことになりますので、いつでも登録を
呼び出せるように ＧＰ申告ボタン（Ｆ８)を用意しました。社名等の表示がない場合は、
ＧＰ申告情報登録をご確認ください。

今後リニューアルするプログラムより[97]年度更新を(F2)にて呼び出しできるように機能改善
致しました。
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－ＬＸ 08.06法人税申告書変更内容

平成20年分 法人税申告書プログラムにおいて、下記の内容で変更を行います。

（ 白紙法人税申告書・ワープロ版法人税申告書 共通 ）１．各表の改正内容
別表一(一)・一(二）の官製様式が変更になりました。
よって白紙印刷及び官製用紙の印刷を対応しております。
ただし欄外の注記につきましては、印刷の限界から一部印刷をしていない項目もあります。

別表一(一) 別表一(二)

表 種 変 更 内 容

別表一(一)
・ →

※一般社団・財団法人の区分については平成20年12月1日以降対応の為
今回の更新では選択はできません。

・3 法人税額の特別控除額
(別表六(六)｢22｣) → (別表六(六)｢18｣)
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別表一(一) ・5 リース特別控除取戻税額
(別表六(十)｢30｣)＋別表六(＋三)｢30｣等)

↓
(別表六(十二)｢30｣)＋別表六(＋五)｢30｣等)

・8 課税留保金額
(別表三(一)｢32｣) → (別表三(一)｢28｣)

・9 同上に対する税額
(別表三(一)｢40｣) → (別表三(一)｢36｣)

【その他の項目】
・欄外の注記等が変わりました。

・30～32
中小法人の場合 → 中小法人等の場合

・還付先の金融機関の選択が増えました。

→

※郵便局の場合必ず郵便局名等の欄に入力して下さい。
特に電子申告を行う場合は注意して下さい。(1-2共通です。)

別表一(二) ・ 8 法人税額の特別控除額
(別表六(六)｢22｣等) → (別表六(六)｢18｣等)

・10リース特別控除取戻税額
(別表六(十)｢30｣)＋別表六(＋三)｢30｣＋別表六(＋七)｢30｣等)

↓
(別表六(十二)｢30｣)＋別表六(＋五)｢30｣＋別表六(＋九)｢30｣等)

【その他の項目】
・欄外の注記等が変わりました。

別表三(一) ・5 住民税額の計算の基礎となる法人税額
(別表一(一)｢2｣＋｢5｣＋｢7｣＋｢10の外書｣－｢11｣－｢43｣
－別表六(一)｢23の計｣－別表六(七)｢13｣－別表六(八)｢19｣
－別表六(九)｢28｣－別表六(十二)｢27｣－別表六(十五)｢20｣
－別表六(十六)｢28｣－別表六(十九)｢30｣－別表六(二十二)｢27｣
－別表六(二十六)｢9｣)

↓
(別表一(一)｢2｣＋｢5｣＋｢7｣＋｢10の外書｣－｢11｣－｢43｣
－別表六(一)｢23の計｣－別表六(七)｢8｣－別表六(十)｢19｣
－別表六(十一)｢28｣－(別表六(十四)｢14｣+｢17｣)－別表六(十七)｢20｣
－別表六(十八)｢28｣－別表六(二十一)｢27｣

・7 当期留保金額
((1)+(2)-(3))-(4)-(6) → (1)+(2)-(3)-(4)-(6)
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別表三(一) ・10 期首利益積立金額
(別表五(一)｢31の①｣又は((別表五(一)｢31の①｣－(2))
↓

(別表五(一)｢31の①｣)－(2)

・23 特定子会社の～ → 削除

・｢24｣ → ｢23｣ へ項目番号変更

・｢25｣ → ｢24｣ へ項目番号変更

・26 所得等の金額
(16)+(17)+(18)+(19)+(20)+(21)+(22)+(23)+(24)-(25)

↓
25 所得等の金額

(16)+(17)+(18)+(19)+(20)+(21)+(22)+(23)-(24)

・27 所得基準額 (26)×(40%又は50%)
↓

26 所得基準額 (25)×40%

・ 28｣～｢30｣自己資本基準の額の計算欄 → 削除「

・31 留保控除額
((14),(15),(27)と(30)のうち多い金額)

↓
27 留保控除額

((14),(15)又は(26)のいずれか多い金額)

・32 課税留保金額 (7)-(31) → 28 課税留保金額 (7)-(27)

・33 年3,000万円相当額以下の金額
((32)又は(3,000万円× ／12)のいずれか少ない金額)

↓
29 年3,000万円相当額以下の金額

((28)又は(3,000万円× ／12)のいずれか少ない金額)

・34 年3,000万円相当額を超え年1億円相当額以下の金額
(((32)－(33))又は(1億円× ／12－(33))のいずれか少ない金額)

↓
30 年3,000万円相当額を超え年1億円相当額以下の金額

(((28)－(29))又は(1億円× ／12－(29))のいずれか少ない金額)

・35 年1億円相当額を超える金額 → 31 年1億円相当額を超える金額
(32)－(33)－(34) (28)－(29)－(30)

・36 計 (32) → 32 計 (28)
(33)＋(34)＋(35) (29)＋(30)＋(31)

・37 (33)の10％相当額 → 33 (29)の10％相当額
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別表三(一) ・38 (34)の15％相当額 → 34 (30)の15％相当額

・39 (35)の20％相当額 → 35 (31)の20％相当額

・40 計 (37)＋(38)＋(39) → 36 計 (33)＋(34)＋(35)

別表四 ・23 寄附金の損金不算入額
(別表十四(二)｢21｣又は｢37｣) → (別表十四(二)｢24｣又は｢40｣)

別表十四(二) ・1 指定寄附金等の金額(38の計) → (41)の計

・2 特定公益増進法人、認定特定非営利活動法人等に対する寄附金額
(39の計)

↓
特定公益増進法人等に対する寄附金額
(42の計)

・13 損金算入限度額 → 一般寄附金の損金算入限度額

・1～13
損金算入限度額の計算 → 一般寄附金の損金算入限度額の計算

・14 特定公益増進法人、認定特定非営利活動法人等に対する寄附金の
損金算入額
((2)と((9)又は(13))のうち少ない金額)

↓
17 特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入額

((2)と((9)若しくは(14)又は(13)若しくは(16)のうち少ない金額)

・｢15｣ → ｢18｣ へ項目番号変更
・｢16｣ → ｢19｣ へ項目番号変更

・17 (4)の寄附金額のうち同上の寄附金以外の寄附金額(4)－(16)
↓

19 (4)の寄附金額のうち同上の寄附金以外の寄附金額(4)－(19)

・18 同上のうち損金の額に算入されない金額
(17)－((9)又は(13))－(14)－(15)

↓
21 同上のうち損金の額に算入されない金額

(20)－((9)又は(13))－(17)－(18)

・19 国外関連者に対する寄附金額(16)
↓

22 国外関連者に対する寄附金額(19)

・｢20｣ → ｢23｣ へ項目番号変更

・21 計 (18)＋(19)＋(20) → 24 計 (21)＋(22)＋(23)
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別表十四(二) ・22 指定寄附金等の金額(38の計) → 25 指定寄附金等の金額(41)の計

・｢23｣ → ｢26｣ へ項目番号変更
・｢24｣ → ｢27｣ へ項目番号変更

・25 計 (22)＋(23)＋(24) → 28 計 (25)＋(26)＋(27)

・｢26｣ → ｢29｣ へ項目番号変更

・27 寄附金支出前所得金額(25)+(26)
↓

30 寄附金支出前所得金額(28)+(29)

・｢28｣ → ｢31｣ へ項目番号変更

・29 (23)と融資額の年5.5%相当額のうち少ない金額
↓

33 長期給付事業を行う共済組合等の損金算入限度額((26)と融資額
年5.5%相当額のうち少ない金額)

・30 (29)－(27)×20/100相当額 → 削除

・31 損金算入限度額(28)＋(30)
↓

34 損金算入限度額(31)、((31)と(32)のうち多い金額)
又は((31)と(33)のうち多い金額)

・32 指定寄附金等の金額(22) → 35 指定寄附金等の金額(25)

・｢33｣ → ｢36｣ へ項目番号変更

・34 (25)の寄附金額のうち同上の寄附金以外の寄附金額(25)－(33)
↓

37 (28)の寄附金額のうち同上の寄附金以外の寄附金額(28)－(36)

・35 同上のうち損金の額に算入されない金額
(34)－(31)－(32)

↓
38 同上のうち損金の額に算入されない金額

(37)－(34)－(35)

・36 国外関連者に対する寄附金額(33)
↓

39 国外関連者に対する寄附金額(36)

・37 計 (35)＋(36)) → 40 計 (38)＋(39)

【指定寄附金等に関する明細】
４行 → ３行へ変更 ｢38｣ → ｢41｣ へ項目番号変更

【特定公益増進法人～】
４行 → ３行へ変更 ｢39｣ → ｢42｣ へ項目番号変更

【その他の寄付期のうち特定公益信託～】
４行 → ３行へ変更
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2．機能変更 及び 追加内容
表 種 変 更 内 容

別表＋四(一) ・｢別表十四(一)付表「３④本書－内書」×12/(16)
↓

｢別表十四(一)付表「３④本書」×12/(16)
へ機能変更を行いました。

別表十四(二) ・｢14～16｣
特定公益増進法人等に対する寄附金の特別損金算入限度額の計算

・32 公益社団法人又は公益財団法人の公益法人特別限度額
(別表十四(二)付表｢３｣)

別表１６－１．１６－２と減価償却システムの連動のお問い合わせ多数頂いておりますが
次期システムにて対応する予定でおります。－今秋頃を予定しております。
今しばらくお待ちいただきますようお願い致します。

尚、ご要望を随時受け付け致しておりますので何かございましたら、ＦＡＸ若しくはシステム
サービス課までお問い合わせ頂きますようよろしくお願い致します。

08.6平成20年版 届出書セット

平成20年版の届出書セットにおいて様式の変更がありました。

変更用紙と変更内容

【 12. 異動届出書 88．異動届出書(共通) 】

「法人名」 → 「法人名等」

【 15. 申告期限の延長の特例の申請書 】

「法人名」 → 「法人名等」

【 16. 青色申告の承認申請書 】

「法人名」 → 「法人名等」
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－LX 08.6消費税申告書変更内容

平成20年版消費税申告書の変更内容は以下の通りです。

還付を受けようとする金融機関の枠が変更になりました。
よって官製用紙印刷及び白紙印刷を変更致しました。

【旧】 【新】

平成20年よりリニューアル版となりました。
申告区分・法人・個人・経過措置の有無を入力することにより自動的に使用するメニューを
表示します。(一部選択)

新システムへは自動的にデータを移行します。
変換作業は不要です。
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【一般の申告については】
税抜課税売上高・課税売上に係る売上返還等金額を入力することにより、より申告書をスムースに
作成することができるようになりました。又、課税売上割合により全額控除個別対応方式・一括比
例方式の優位判定も画面で参照しながら選択することが可能となりました。

各申告書の行き来きをスムースにし、
入力画面からプレビューや白紙印刷が
できるようになります。

オレンジの項目は通常自動計算ですが
手入力すると黄色に色が変わります。
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【簡易課税の申告については】
事業区分別売上等に税抜税売上及び売上返還等金額を第１種～第５種に区分して入力することに
より、より優位判定を自動的に行い申告書をスムースに作成することができるようになりました。

黄色の部分は事業区分別売上等を
入力することにより２種類以上課
税売上があった場合は優位判定を
自動的に行います。
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更に、兼ねてからご要望がありました、印刷時に各項目を印刷するかしないかの選択ができるよ
うになりました。
官製用紙にあらかじめ税務署で印刷されてくる項目は 『印刷する場合にチェック』を付けてい、
ただき、入力してあるが印刷したくない項目は『印刷しない場合にチェック』を付けるといった
区分に分けて、より印刷がスムースにできるように機能改善しております。

更に今回リニューアルするシステムより
全システムで共通の、法人名(個人の場合は個人名)・納税地・電話番号・整理番号(法源番号
・納税者番号)・還付先の金融機関名・税理士名等はＧＰ申告情報登録より転記してきます。

法人名等の登録・訂正はＧＰ申告情報登録で
行うことになりますので、いつでも登録を
呼び出せるように ＧＰ申告ボタン（Ｆ８)を
用意しました。社名等の表示がない場合は、
ＧＰ申告情報登録をご確認下さい。

※ＧＰ申告情報を使用していないお客様でも画面を開く

と自動的に・法人税・消費税等の申告書よりデータを

表示するようになっております。

【年度更新】概況書同様に[97]年度更新を(F2)よ
り呼び出しできるように機能改善しております｡
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08.6その他税制改正内容と注意点

プログラムの改正はありませんが、今後の仕訳や申告にご注意下さい。

減 価 償 却
平成20年4月1日以後開始する事業年度より法定耐用年数が見直しとなりました。
機械装置の耐用年数が種類ごとに390区分に分けられていましたが、55区分に簡素化
されました。
減価償却プログラムにおいては、名称を見て自動的に耐用年数を変更することはできません。

固定資産の種類を１つ１つ確認して頂き耐用年数を訂正していただく必要がありますので
ご注意下さい。

耐用年数表等は書籍等でご確認下さいますようお願い致します。

なお、個人においては21年分以後の申告について適用となります。

リース会計
平成20年よりリース会計基準が改正されました。法人税法上もファイナンスリース取引に
該当する取引は、売買があったものとして所得税計算がされ、リース契約時に課税仕入控除
として取り扱われることになりました。よって消費税申告書別表２表を書く際に以下の注意
が必要となります。 ※実質上、仕訳から算出ができなくなります。

『法人税法に規定するリース取引でその契約に係る賃借料のうち利子又は保険料の額に相当
する部分(当該契約において明示されているものに限る)を対価とする役務の提供』と規定さ
れています。そのため、契約上で利息相当額が明示されていなければ、リース料総額が課税
仕入として取り扱われることになります。

例１）売買処理での消費税の取り扱いについて

リース料総額 ：15,750千円(消費税750千円)
リース資産計上額：12,000千円
利息相当額は、契約において明示されていないものとします。

上記ケースでの契約時の会計処理は、以下のようになります。

リース資産 ：12,000千円 ／ リース債務12,750千円
仮払消費税 ： 750千円

課税仕入本体価額と、仕入控除の対象となる消費税の額(750千円)の対応関係がなくなること
になります。

この場合の消費税申告書の記載方法について
付表２の⑧｢課税仕入に係る支払対価の額(税込み)｣金額には、｢12,750千円｣と計上するの
ではなく、｢15,750千円」を記載しますのでご注意下さい。
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リース期間が１年未満、契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のリース取引(所有権
移転外)は、リース会計基準上、賃貸借処理が認められます。
税法上は、賃貸借処理での会計処理が行われたとしても、売買として扱われます。

例２）リース料総額 ： 1,890,000円(消費税90,000円)
１回あたりの支払： 52,500円(消費税 2,500円)
会計上、賃貸借処理をすることとします。

・リース取引開始時の会計処理
仮払消費税 90,000円 / 未払金 90,000円

・リース料支払い時の会計処理
賃借料 50,000円 / 現 金 52,500円
未払金 2,500円

仕入控除の対象となる消費税額(90,000円)に対応する、課税仕入の本体が存在しません。

この場合の消費税申告書の記載方法について
付表２の⑧｢課税仕入に係る支払対価の額(税込み)｣金額には、｢90,000円｣とするのでは
なく、｢1,890,000円」を記載しますのでご注意下さい。
なお、賃借料50,000円は関連外(不課税)扱いとなります。

リース会計においては借り手、貸し手においての仕訳内容等については複雑になってきており
ます。詳しい内容につきましては書籍等でご確認下さいますようお願い致します。



08.6ＬＸプログラム価格表
(税込金額)

■ 事業概況説明書プログラム
１本分 ２本分 ３本分 ４本分 ５本分 ６本分
52,500 63,000 73,500 84,000 94,500 94,500

( ･WP ･ ｾｯﾄ)■ 法人税申告書プログラム 白紙法人税 版法人税 地方税
１本分 ２本分 ３本分 ４本分 ５本分 ６本分
84,000 100,800 117,600 134,400 151,200 151,200

■ 届出書セット
１本分 ２本分 ３本分 ４本分 ５本分 ６本分
84,000 100,800 117,600 134,400 151,200 151,200

■ 消費税申告書プログラム
１本分 ２本分 ３本分 ４本分 ５本分 ６本分
31,500 37,800 44,100 50,400 56,700 56,700

※６台以上でご使用になる場合は、サービス課までお問い合わせ下さい。
※改正保守のご契約をしているお客様は自動的にプログラムが届きますの

でご注文は不要です。
※改正保守にご加入頂いていないお客様は上記金額が毎回かかります。

この機会に改正保守をご検討頂きますようお願い致します。
必要な場合は別途お見積もり致します。
詳しくは、納品時同封の『ＬＸ保守のご案内』をご一読下さいますよう
お願いします。

例）改正保守１台分
法人税関連ｾｯﾄ 月額7,875円 年額78,750円

(各ｿﾌﾄ１本当たりの改正保守)
法人税申告書 月額3,150円 年額31,500円
消費税申告書 月額2,100円 年額21,000円
事業概況説明書 月額3,150円 年額31,500円
勘定科目内訳書 月額1,050円 年額10,500円
届出書･登記用紙 月額1,050円 年額10,500円

複数台の場合は価格が変わります。

・
・
・
・
・
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08.6注文書
※端末台数が多く、書ききれない場合は欄外へご記入下さい。

■ 事業概況説明書プログラム－リニューアル版
←必要に応じてﾁｪｯｸを入力して下さい。□即時発送を希望します。

本 数 価 格 端 末 機 名
本 \

(白紙法人税･WP版法人税･地方税ｾｯﾄ)■ 法人税申告書プログラム
本 数 価 格 端 末 機 名

本 \

■ 届出書セットプログラム
本 数 価 格 端 末 機 名

本 \

■ 消費税申告書プログラム－リニューアル版
本 数 価 格 端 末 機 名

本 \

＜端末機名＞
立ち上がり画面のここに端末機名
を表示していますので、記入して
下さい。

例）x01、w010等

お申し込み金額合計 円

御 社 名

御 住 所

ご注文ＦＡＸ ０４２－５５３－９９０１


